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C o e x i s t e n c e  
 A c t i v i t y  R e p o r t  2 0 1 0

地球温暖化は、環境問題における最も重要な国際的な問題です。したがって、当研究科の役割は、ますます増加しています。

バイオエネルギー研究など環境負荷の少ない新しいエネルギーシステムの開発、住宅における新しいエネルギーシステム、新し

い交通システムの概念など、我々の研究科の成果は、近い将来、持続可能な社会の構築に貢献するでしょう。このような先の最

先端技術や将来の社会システムの提案などの知識は、工学、理学、経済学、社会科学等の多くの分野が融合して達成されています。

2010年4月、我々は、新しい教育コース「環境政策マネジメントコース」を始めました。このコースは、文系と理系を統合

した日本で唯一の教育システムです。2010年5月、新しい教育プログラム「国際エネルギー・資源戦略を立案する環境リーダー

育成拠点」は、日本学術振興会の支援を受けました。本プログラムは、そのような国際環境リーダー、即ち、エネルギー・資源

分野の高い専門性、マネージメント能力やその実践力、具体的な政策提案や 国際企業戦略を立案できる総合力を有し、リーダー

としての自覚を持った次代の担い手を養成することを目的とし発足しました。本年1月、環境リーダーの第1回国際シンポジウム

を開催し、中国、韓国、インドネシア、ベトナムのトップクラスの大学の研究科長または、主任教授が参加されました。シンポ

ジウムを通じて、参加した全ての組織が、環境リーダー プログラムに積極的に協力することを約束しました。

我々の環境科学研究科は、東北大学の最も小さい研究科ですが、我々は、国内外の組織と連携して、東北大学の環境学を確立

するつもりです。このアクティビティレポートは、当研究科の成果を要約したものです。皆様の変わらぬご支援をお願い致します。

Global warming is the most crucial international issue with respect to environmental problems. Therefore, our school has an 
increasing number of roles in this field. Development of new energy systems of low environmental impact such as the studies 
of bio-energy, novel energy system for houses, and the concept of new traffic system, these achievements of our school will 
contribute to the construction of a sustainable society in the near future. Various academic departments such as engineering, 
science, economics, and social science have cooperated to achieve those advanced technologies and proposed cutting edge 
visions for future social models.

In April 2010, we started a new education course “ Strategic Environmental Management and Sustainable Technology 
Solutions”. It is the only education system in Japan that integrates the humanities and science. In May 2010, a new education 
program “ Strategic Energy Resource Management and Sustainable Solutions” was adopted by JSPS (Japan Society for the 
Promotion Science). We established this program in the aim of fostering international and environmental leaders who have 
advanced expertise in the field of energy and resources, management skills, practical ability, and comprehensive ability for 
specific policy proposals and for planning international business strategies for the next generation. Last January, we held the 
1st international symposium of the environmental leader and the deans or chief professors of the top-class universities in China, 
Korea, Indonesia and Vietnam attended. Through the symposium, they promised the strong contribution to the environmental 
leader program.

Although the graduate school of environmental studies is the smallest school in Tohoku University, we are going to establish 
the environmental studies of this university in cooperation with many organizations in or out of Japan.

This activity report summarizes the results of our graduate school in 2010. We look forward to your continued support.

Professor　Kazuyuki Tohji 
東北大学大学院  環境科学研究科長
Dean, Graduate School of Environmental 
Studies, Tohoku University

ごあいさつ

Prefatory note
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We are engaged in Biotechnical Eco-management research for mitigation of Green House Gases (GHGs). GHGs occur 
as fi nal products and by-products in resource circulation. So, an effi ciency improvement and controllability improvement in 
the process of resources (such as biomass) conversion by electrical cultivation of microorganisms contribute to the reduction 
of GHGs emission. We have investigated the effect of growth promotion of microorganism and enhancement of material 
production, by applying electrical cultivation method. Furthermore, electrons from the biomass can be recovered and lead to 
the production of H2 through nitrate respiration and oxidation of nitrite. These results showed the possibility of electrochemical 
cultivation for the production of useful materials from biological waste and energy recovery, as an efficient materials 
transformation technology development utilizing biological functions.

バイオエコマネジメント学分野では、温室効果ガス（Green 

House Gases:GHGs）の地球上における循環制御や地球温暖

化の緩和に有効なバイオテクノロジーやバイオシステムの研究

開発を行い、さらに、地球温暖化へ適応する方策について提言

を行っている。

地球上の資源循環の中でGHGsは、最終生成物や副産物とし

て発生する。このため、電気を用いた微生物培養・制御技術を、

バイオマス資源や化石資源を利用するプロセスに適用し、“効

率化（省エネ・省資源）”と“制御性（不要反応抑制）”の向上

を達成することにより、資源循環におけるGHGs低減が可能と

なる。

2009年度までに、微生物の培養時の生育を電気により促進

する（電気培養）効果を発見し、その効果を応用した培養装置

の実用化などを行い、また、環境浄化に役立つ特殊な微生物の

取得にも成功した。一方で、資源循環におけるGHGs削減の為

には、高効率な物質変換技術が必要である。そこで2010年度

では、生物機能を活用した効率的な物質変換技術開発の一環

として、電気培養を生物系廃棄物からの有用物質生産やエネル

ギー回収への適用することを最終目標として、大腸菌を例に電

気による微生物を利用した物質生産の促進効果やエネルギー回

収の可能性を示した。

電気を利用して微生物の生育を促進する

大腸菌は、遺伝子組換えが容易で一般的に物質生産に用いら

れるが、高い微生物変換効率が期待される嫌気条件下では生育

が低下する問題があった。そこで、まず大腸菌による嫌気的な

物質生産に適し、通電可能な培養槽を新たに開発した。開発し

た培養槽内で大腸菌を生育させ、通電の有無によって、その生

育密度や菌体内に生産される物質を測定し、電気の効果を評価

した。通電条件を変えて（+0.7V ～ +1.2 V：AgCl参照電極

標準）、生育を調べた結果、1.0Vに通電した場合の大腸菌の生

育が、通電しない場合と比較して顕著に増加した。通電した培

養の終了時の菌体密度は、非通電培時の密度の約3.6倍であっ

た（Fig.-1）。

連携講座（電力中央研究所）

バイオエコマネジメント学分野

Collaborative Divisions Central Research Institute of Electric Power Industry

Biotechnical Eco-management

Utilizing biotechnology and bio-system as global warming mitigation 
and adaptation measures.

バイオテクノロジー・バイオシステムを利用した
地球温暖化の緩和と適応対策

Fig.-1　Growth promotion of Escherichia coli by electrochemical cultivation method of microorganism.
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電気を利用して微生物の物質生産を促進する

一般に大腸菌で物質生産する場合には、生産に必要な遺伝子

で菌体を組み換える。そこで、ガラクトシダーゼ遺伝子を物質

生産に必要な遺伝子のモデルとして、大腸菌を組み換えた。こ

の組み換え大腸菌を、1.0V (AgCl参照電極標準）で電気培養し、

その生育と菌体内の酵素活性を測定した。その結果、生育は通

電により促進され菌体密度が2.6倍増加すると共に、菌体あた

り酵素活性も4.5倍増加し、電気による顕著な生育と物質生産

の促進効果が認められた（Fig.-2）。

水素が発生・回収される

遺伝子組み換え大腸菌を電気培養した場合に、培養槽から

水素発生が見られた。水素発生は、通電あるいは大腸菌のみの

培養槽では起こらなかったことから、大腸菌が電子（栄養）源

とした有機物（乳酸）から得られた電子が、電極を通して水素

として回収される現象と考えられた（Fig.-3）。このように新

たに、電気により微生物による物質生産の増産とエネルギー回

収が両立する現象を見出した。

以上の結果は、電気による微生物を利用した物質生産の促

進効果やエネルギー回収の可能性を示すものである。今後は、

実際に物質を生産する系で電気培養を行い、電気により物質生

産の促進効果に確証を得る予定である。また、これらの原理は、

バイオマス資源のエネルギー物質（バイオ燃料）への効率的な

変換のプロセスにも適用できるので、多様な展開を目指してゆ

く。

招待講演・国際会議等での活動

1)  渡部良朋，“温暖化問題とバイオマス”，第7回東京大学エネ

ルギー工学連携研究センター（CEE）シンポジウム「温暖化

問題を解決するバイオマス利用のありかた」（2010年4月）

2)  Norio MATSUMOTO,“Cultivation at a controlled 

potential for screening environmental bacteria” , 

American Society for Microbiology 110th General 

Meeting（May，2010）

客員教授

渡部 良朋
Visiting Professor

Yoshitomo Watanabe

Fig.-2　Enhancement of material production by electrochemical 
cultivation method of microorganism.

Fig.-3　Production of H2 through nitrate respiration and oxidation of 
nitrite by electrochemical cultivation of microorganism Escherichia 
coli .

客員准教授

松本 伯夫
Visiting Associate Professor

Norio Matsumoto
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科学技術振興調整費新興分野人材養成プログラム

Graduate Course in Strategic Environmental Management 
and Sustainable Technology Solutions

環境政策技術マネジメントコース

SEMSaT (Graduate Course in Strategic Environmental Management and Sustainable Technology Solutions) is a course 
for Masters Degree and Doctorral Degree that started in October, 2005 aims at fostering generalists who can manage the 
environmental strategies and policymaking at private sectors and administrations. (Adopted as fi ve years project by the JST in 
2005)  In fi ve years, 36 master course students and 5 doctoral course students have completed their studies.  And PO (Program 
Offi cer) acknowledgment was given to six students who particularly had higher level of practical ability.  

The graduate is taking an active part in various areas of the enterprise and the administrative body. This course got A 
evaluation in the JST interim evaluation, to advance the improvement of the program afterwards, and to achieve the end goal.  
It is decided to continue this course based on the necessity of environmental talent though this course is a program of fi ve-
year plan, and it ends once in March, 2010 and starts newly from April 2010.

コース主任

教授　石田 秀輝
Professor

Emile H. Ishida

概　要

本ユニットは平成17年10月より開講した経営戦略の策定、

環境政策・施策の立案を行うスキルを有し、鳥瞰的な視野で指

導的な役割を果たす即実践型環境マネジメント人材の養成を目

的とした、修士課程及び博士課程のコースである（平成17年

度採択科学技術振興調整費新興分野人材養成プログラム）。こ

れまでの５年間で修士課程36名が修了し、博士課程の5名が

修了している。また、環境PO(Program Offi  cer)として、これ

までに6名を認定した。修了生は、企業及び行政機関の様々な

領域で活躍している。本ユニットはＪＳＴ中間評価でＡ評価を

頂き、その後、プログラムの改善を進め、最終目標を達成できた。

本ユニットは5年計画のプログラムであり、一旦、平成22年3

月に終了したが、環境人材の必要性を踏まえ、文部科学省の特

別教育研究経費の支援により、本研究科において人材養成を継

続し、引き続き、主に社会人を対象に即実践型環境マネジメン

ト人材の養成を行い、持続可能な社会の実現に向けて貢献した

い。

教育方法

本ユニットではeラーニングと年間5回程度（10日間）の集

中講義により時間的、空間的制約を排除した上で必要な知識を

習得し、OJT（オン・ザ・ジョブ・トレーニング）/PSS（プロジェ

クト・フォー・システム・ソリューションズ）トレーニングに

より実践的ソリューション提案スキルを磨いている。PSSのア

ドバイザーとして、大学内の教員だけでなく、社会人の修了生

を含め、効果的な指導体制を整備している。

本ユニットのHP（www.semsat.jp）を改築し、学生が過去

のOJT及びVPPレポート等の環境に関する資料を検索できるよ

うにデータベースを構築し、5年間の知識の集積を活用できる

体制を整えた。

また本年度より3年間の予定で、環境省『環境人材育成のた

めの大学教育プログラム開発』を受託し、学外有識者を委員に

迎え、より効果的なカリキュラム醸成の検討を開始した。

これらの教育経験をもとに、環境省人材育成コンソーシアム

準備委員会では、委員(座長およびワーキング委員)として、「攻

めの環境経営のためのグリーンMBA/MOT等構築事業」にも参

画している。

カリキュラム改善

平成22年4月より、従来のユニットからコースとしての運

用を開始、環境学創出を加速させるためにカリキュラムの一部

を改編した。具体的にはサステイナブル経済・政策論、ソリュー

ション論が新設された。また本年度から東京分室での講座を増

やしている。さらには環境マネジメントセミナー、環境・資源

経済学ワークショップなど広く門戸を開放したシリーズの講座

も４月から開講している。

Course Guidance

Group photo with Prof. Ezio Manzini, Eco-design
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広報・情報収集活動

５月16日にメトロポリタンホテルにて環境リーダー教育シ

ンポジウムを行い、新生SEMSaTのお披露目会を、キーパーソ

ンを招待して行い、成功裏に終えることができた。また従来か

らの継続プログラムとして、第８回SEMSaTセミナーとして、

求道会館に場所文化フォーラム代表理事の吉澤保幸氏を迎え、

お金から考える地球環境問題と題し、グローバル金融の中での

環境問題をディスカッションした。第９回SEMSaTセミナー

は、詩人・作家である丹治冨美子氏を迎え、いにしえに学ぶあ

たらしい暮らし方について対談を行った。

その他パンフレットのリニューアル、冊子の新規作成、HP

リニューアルなども行い、より一層広報・情報収集活動に力を

入れた。

社会貢献

2009年2月に本ユニットの修了生を主体として、NPO法人

サステナブル・ソリューションズ～小さな渦を育てる杜～が設

立された。本年度は本ユニットのVPPの成果の実践、また社会

に対して提言する組織として活動し、エコプロダクツ東北へも

出展した。　また、日本型の生活文化を残しながらも急速な環

境劣化を迎えつつある沖永良部島でシンポジウムを開催し、生

活と産業のかかわりについて意見交換を行った。

11月からは上野国立科学博物館で2011年2月まで、「ネイ

チャー・テクノロジーとライフスタイル展」を開催し、自然に

学ぶモノづくりの様々なあり方を紹介している。

Activities in 2010

8th SEMSaT Seminar, Kyudo Kaikan, January 20th, 2010

9th SEMSaT Seminar, Kyudo Kaikan, July 6th, 2010

Okinoerabu Symposium, Floral Hotel, Aug 4rd,2010

1st SEMSaT Short course, June 10th, Tohoku Univ Tokyo 

offi  ce, 

2nd SEMSaT Short course, Dec 22th, Tohoku Univ Tokyo 

offi  ce, 2010

Exhibition at National Science Museum

EcoProducts Tohoku2010

SEMSaT Short Course

Okinoerabu symposium 2010

Environmental Leader Education Symposium

アシスタント
久保 美穂
Assistant

Miho Kubo

助手
武田浩太郎
Assistant

Kotaro Takeda

助手
枝村 一磨
Assistant

Kazuma Edamura

特任教授
多田 博之
Specially Appointed Professor

Hiroyuki Tada

コース副主任

准教授 古川 柳蔵
Associate Professor

Ryuzo Furukawa
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文部科学省 大学院教育改革支援プログラム

環境フロンティア国際プログラム Graduate Program on Frontier 
Environmental Studies

Toward Sustainable Development in Asia

アジア環境問題への挑戦

In 2007, Graduate School of Environmental Studies and Graduate School of Economics and Management, Tohoku University, 
made a joint proposal to initiate a program,"Graduate Program on Frontier Environmental Studies", which was accepted by 
Japan Society for the Promotion of Science (JSPS) . The objective of this program is to nurture practical minded well-qualifi ed 
personnel, who possess precise knowledge and broad perspective about the aggravating environmental problems owing to 
the rapid economic development experienced in Asia.

The menu of the subjects are various from social sciences such as environmental economics, emission trading and Asian 
economies to ecology, energy, recycling and other environmental techniques along with the environmental risk assessment. A 
distinctive feature of the program is"eco-practice"as one of the compulsory subjects under which the students will be sent to 
various Asian institutions for one to three months to expose themselves to international environmental problems and carry out 
feasibility studies of solutions. 

This program had been completed in March 2010 after a term of three year and is succeeded to the International Center for 
Incubation of Environmental Leader with similar purpose of education.

プログラムの目的

本プログラムは、急速な経済成長の陰で深刻さを増している

アジアの環境問題に取り組める(基本的に文系の)人材を育成す

るために、文部科学省の大学院教育改革支援プログラム（2007

年10月～ 2010年3月）として、本研究科と経済学研究科と

の連携によって始まった。環境科学の学際的な性質を考えると、

経済学のような社会科学的な知識だけではなく、理工系の環境

科学や技術についての知識を合わせることが必要であり、その

ような文理融合型の人材を育成することが教育の目的であっ

た。このため理系の専門科目も必修とし、さらに座学だけでな

く、国内の環境施設や現場を見学調査する「環境教育エクスカー

ション」や海外研修「海外エコ・プラクティス」（修士課程1ヶ

月、後期課程3ヶ月程度）などの実地研修を必修としている点

に特色がある。海外研修を安全かつ効果的に実施するために、

従来から研究科と関係の深い大学等に加えて、学生を派遣する

可能性の高いアジア諸国の大学や研究機関を担当教員が調査し

交流することも本プログラムの特徴となっている。さらに国内

外の著名な研究者を招聘し、アジアの経済と環境問題に関する

特別講義や集中講義を開講して学生に最新の情報を提供してき

た。また、国内外の教育・研究者による研究会、講演会や国際

シンポジウムも定期的に開いた。プログラムは2010年3月に

終了したが、目的をほぼ同じにする環境リーダー育成プログラ

ムが同年4月から開始されたため、本プログラムはそれに一本

化されて発展的に解消した。

2010年の活動

2010年の海外短期エコ・プラクティスでは、７名の学生が

清華大学（中国北京）、現地政府（中国アモイ）、同済大学（中

国上海）、海外協力NGOシャプラニール、ダッカ事務所（バン

グラデシュ）、マラヤ大学（マレーシア）、プトラマレーシア大

学（マレーシア）などにおいて自分の研究に関する調査を通し

て、基礎・応用研究能力の強化を図った。詳細は下記の通り。

⑴ 王珊珊（経済学研究科M1）、2010年2月～ 3月、北京（清

華大学）、アモイ・コロンス島（中国）、「中国における家

庭ゴミ分別処理の事例研究」、ヒアリング、環境局訪問、

インタビュー、資料収集

⑵ 陳艶（経済学研究科M1）、2010年2月～ 3月、北京、ア

モイ（中国）、「中国におけるエコツーリズムに関する考

察」、生態文明センター訪問、国家図書館での資料収集、

現地調査とインタビュー

⑶ 陳浩妹（環境科学研究科M1）、2010年2月～ 3月、同済

大学（上海・中国）、「中国における製紙産業の環境対策

についての現地調査」、研究者にヒアリング、王子製紙ネ

ピア（蘇州）有限公司と玖龍紙業（太倉）有限公司で調査、

資料収集

⑷ 伊藤詩織（環境科学研究科M1）、2010年3月、ダッカ、

ジャマルプール、タンガイル（バングラデシュ人民共和

国）、「フェアトレードがもたらす影響」、フェアトレード

生産者、生産現場、ショップ訪問・調査、日本のNGO（バ

ングラデシュ事務所）訪問

⑸ 小西美紀（環境科学研究科M1）、2010年11月、マレー

シア、「マレーシア環境汚染対策の歴史～パーム油搾油工

場の排水規制を事例に～」、マラヤ大学とプトラマレーシ

ア大学訪問、ヒアリング、JETROクアラルンプールオフィ

プログラム運営委員会委員長

教授 谷口 尚司
Professor

Shoji Taniguchi

プログラム運営委員会副委員長

教授 井奥 洪二
Professor

Koji Ioku
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ス訪問、政府刊行物センターと統計局、環境局図書館で

資料収集

⑹ 小山裕貴（環境科学研究科M１）、2010年11月、マレー

シア、「発展途上国における気候変動政策～マレーシアに

見る新たな動き～」、マラヤ大学（UM）訪問、図書館、

新聞社で資料収集、JETROクアラルンプールオフィス訪

問・インタビュー

⑺ 永井利和（環境科学研究科M１）、2010年11月、マレー

シア、「アジアにおける企業のCSRに関する取り組み～マ

レーシアの事例を中心に～」、MIA(Malaysian Institute of 

Accountants)やJETROでのヒアリング、情報収集、新聞

や雑誌の記事検索

講演会や研究会の詳細は、TOPICSの記事（pp.107-108）

に掲載しているので割愛する。海外の大学との交流は、2010

年3月にインドネシアのガジャマダ大学を佐竹と井奥が訪問し

た。（写真参照）

プログラムの成果と課題

本プログラムの成果としては、①文理融合教育が実践された

こと、②学生のアジア諸国での研修（海外エコ・プラクティス）、

③アジア諸国の大学との人材交流、が指摘できるであろう。実

際、文部科学省の事後評価でも「文理融合教育の推進の取組が

積極的に行われ、学生の実地研修・海外派遣、国際交流が進展

するなど、実施計画が着実に実施され、大学院教育の改善・充

実に貢献している。また、学生相互の交流を促す文理融合教育

の方法、海外エコ・プラクティスにおける安全管理体制の整備

など、各種工夫がなされており、本プログラムはほぼ計画通り

実施され、目的がほぼ達成されたと判断できる」と評価されて

いる。他方、今後の課題としては、具体的な人材として想定し

た環境マネジメント系の教育が十分ではなかったと思われる。

また、研究科全体に対する教育改善の波及効果が限定されたも

のであったとの事後評価の指摘は了承されるものである。今後

は「環境リーダー育成プログラム」が本プログラムの精神を引

き継ぎ、高度な専門性と実践性そして国際的な視野を持つ人材

を育てることを期待するものである。

At the Gadjah Mada University in Yogyakarta, Indonesia
International Workshop on ‘Environment- Friendly Development in 
East Asia’

コーディネータ

教授 坂井 秀吉
Professor

Hideyoshi Sakai

プログラム推進者

教授 丸山 公一
Professor

Koichi Maruyama

プログラム推進者

教授 佐竹 正夫
Professor

Masao Satake

プログラム推進者

教授 境田 清隆
Professor

Kiyotaka Sakaida

プログラム推進者

教授 明日香壽川
Professor

Jusen Asuka

プログラム立案・推進者

准教授 壹岐 伸彦
Associate Professor

Nobuhiko Iki
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科学技術振興調整費戦略的環境リーダー育成拠点形成

Tohoku University Environmental Leader Program
Strategic Energy and Resource Management and Sustainable Solution

国際エネルギー・資源戦略を立案する
環境リーダー育成拠点 (SERMSS)

SERMSS (Strategic Energy and Resource Management and Sustainable Solutions) is designed to develop human resources 
that hold the key for solving the future environmental issues in Asia and Africa. This program was adopted in 2010, and is 
preparing the educational start at April 2011. In this program, we plan to foster students who can manage the basis of global 
environmental problems in the fi elds of energy, resources and water, with a practical and international perspective.

The curriculum structure and international cooperation were built up in 2010. The structure consists of basic course and 
regular course. The basic course is designed for the development of comprehensive ability including international perspective, 
practical ability, management ability and strategic planning skills for visiting students who stay less than 1-year. The regular 
course is designed for the master and doctor course students belonging to the Graduate School of Environmental Studies. 
The curriculums are more advanced than conventional graduate school education in terms of the contents and credits. 
Integrative skills are included in addition to the advanced expertise from each course in the Graduate School of Environmental 
Studies. For the international cooperation, the universities in Korea, China, Vietnam, Indonesia, Thailand, and India approved 
the program.

概　略

国際エネルギー・資源戦略を立案する環境リーダー育成拠点

（SERMSS）は科学技術振興調整費戦略的リーダー育成拠点の

平成22年度課題として採択された。この環境リーダー育成プ

ログラムは、環境に対し今後の大きな鍵を握るアジア・アフリ

カ地域の問題に即応する人材を養成する教育コースとして平成

23年度より本格的な教育活動を開始する予定である。現在起

こっている複合的な環境問題に対応するためには、環境問題を

解決する高度な専門的知識と事象の分析や政策立案のための総

合力の両方が不可欠である。本プログラムでは、当研究科の各

教育コースで培われている高度な専門性に加え、地球環境問題

の根幹とも言えるエネルギー・資源・水分野の問題を、国際的・

マネージメント的・実践的な見方が出来るように教育を行う事

を目的としている。また、高度なエネルギー・資源分野の知識

や鳥瞰的視座で環境問題を理解し、政策立案や企業戦略を立案

する能力のある人材を、実践型カリキュラムにより育成する育

成拠点形成を目指す。平成22年中は、平成23年度から本格的

に開始するプログラムのカリキュラム構成の策定及びアジア・

アフリカ地域の大学との連携構築を行った。

カリキュラム構築

環境リーダープログラムでは基本コースと長期コースの2つ

のコースを用意する事とした。基本コースは、原則1年以内の

短期の来訪者を対象とする。長期コースは東北大学環境科学研

究科の学生を対象とする。どちらも、専門的な見方だけでなく、

国際性・実践能力・マネージメント力・戦略立案力といった総

合力を身につける事を目的としている。そのため、環境マネー

ジメントや実践能力の向上を目的として、トレーニングやイン

ターンシップを導入する。また、ディベート力や国際交渉力の

向上を目的とした英語能力や交渉力向上のためのプログラムも

導入予定である。このような、実践的な教育を多く取り入れる

事によって、修了後に各現場の即戦力として活躍できる力の養

成を考えている。

アジア・アフリカ地域の環境問題を考えた場合、エネルギー・

資源・都市水環境についての専門性は外せない。そのため、エ

ネルギー資源と都市水環境についての必修専門科目を設ける事

とした。

073Coexistence  Activity Report 2010

基本コース・長期コースとも、このプログラムを修了した

場合には認定証を発行する予定である。長期コースの場合には

修士や博士の学位と共に修了書を発行する。また、基本コース

履修の場合は、時間的な制約もある事から、科目の履修状況に

応じた修了書を発行する。さらに、修了者の中で優秀なものに

は認定証の発行も行う事とした。

国際協力体制

国際協力体制構築のため、9月には中国、10月には韓国、

12月にも中国の別な大学を訪問し、環境リーダープログラム

に対する協力関係について協議を行った。

中国、韓国以外のベトナム、インドネシア、タイ、インド

の各国においても連絡をとり、拠点形成を進めている。具体的

には平成23年中にも訪問して、更なる連携強化を進める予定

である。

　 Korea: 

 　　 Korea Advanced Inst i tu te o f  Sc ience and 

Technology (KAIST)

 　China: 

 　　Tsinghua University

 　　Tongji University

 　　Shanghai Jiao Tong University

 　　Xian University of Architecture and Technology

 　　Jilin University

 　Vietnam:

 　　HoChiMinh City University of Technology

 　　Hanoi University of Technology

 　Indonesia: 

 　　Bandung Institute of Technology

 　　Brawijaya University

 　Thailand: 

 　　Chulalongkorn University

 　India: 

 　　Indian Institute of Technology

Activities

国内

SERMSSウェブサイト開設(2010,12)

平成23年度長期コースプログラム生（編入）募集実施

 （2010,12）

海外

Visit China:  Tongj i  Univers i ty,  Shanghai J iao Tong 

University, Xian University of Architecture and 

Technology (2010.09)

Visit Korea: KAIST (2010.10)

Visit China: Tsinghua University (2010.12)

fi g.1　上海交通大学にて

fi g.4　ホーチミン市工科大学にて fi g.5　ホーチミン市水環境調査

fi g.2　同済大学にて fi g.3　西安建築技術大学にて

李　 玉友 准教授
Associate Professor
Yu-You Li

藤崎 成昭 教授
Professor
Shigeaki Fujisaki

藤井 克司 教授
Professor
Katsushi Fujii

高橋　弘 教授
Professor
Hiroshi Takahashi

金 　放鳴 教授
Professor
Fangming Jin

吉岡 敏明 教授
Professor
Toshiaki Yoshioka

田路 和幸 教授
Professor
Kazuyuki Tohji

多田 博之 特任教授
Specially Appointed Professor
Hiroyuki Tada

石田 秀輝 教授
Professor
Emile H. Ishida

松八重一代 准教授
Associate Professor
Kazuyo Matsubae

井奥 洪二 教授
Professor
Koji Ioku

劉　 予宇 助教
Assistant Professor
Yu-Yu Liu



074 Coexistence  Activity Report 2010

研究科長戦略支援室

研究科長戦略支援室の業務内容

Strategy Support Section

Supporting Environmental Research and 
Collaborative Projects for an Eco-friendly Future

特任教授  霜山 忠男
Specially Appointed Professor

Tadao Shimoyama

｢研究科長戦略支援室｣ は､ 新科長に田路教授が就任された

のと時期を同じくしてH22.4に設立され､ 環境科学研究科本

館2階にオフィスを置き活動しております。戦略支援室の設立

目的は､ 環境科学研究科の教育、研究､ 社会貢献のアクティビ

ティを一層挙げるため、先生方の活動の支援に加え、研究科組

織としての戦略的な教育研究活動及び研究科評価の支援を行う

とともに、採択された教育・研究プロジェクトの管理・運営を

担っております。

現在実施している業務の概要を下記に示します。

教育支援

環境科学の教育では、国際的水準の即実践型環境マネジメン

ト人材を育成する「環境マネジメント人材育成プログラム」（文

部科学省特別研究経費）および環境リーダー育成国際プログラ

ムを開発する「国際エネルギー・資源戦略を立案する環境リー

ダー育成拠点」（科学技術振興調整費）の教育プロジェクトの

運営、予算管理等および優秀な外国人留学生を確保するための

環境科学研究科国際交流推進支援事業の支援活動をしておりま

す。また、外国人研究員および外国人留学生の受け入れのため

の渡航手続き・ビザ発給などの支援も積極的に行っております。

研究支援

先生方の研究を効果的に進捗させるためには､ タイミング

の良い研究資金が必要です。基礎研究を支援する科学研究費補

助金（通称科研費）はおなじみの制度で､ ほとんどの先生方が

毎年申請しておられます。来年度はこの予算が政府の方針で増

額されることが決まっており､ 益々申請を推進する必要があり

ます。

その他に各府省庁の競争的資金等支援制度の中には､ 基礎

研究の色合いの濃いものが数多くあります。文部科学省（JST

を含む）の募集が多いのですが､ 経済産業省（NEDOを含む）

等が募集するものもありますので､ しっかりとウオッチして申

請を行う必要があります。

戦略支援室では､ その都度支援制度の紹介をメールでご紹

介しておりますが､ 一歩踏み込んで､ 申請にあたって制度の内

容詳細紹介､ 申請書の書き方のお手伝いも行いますので､ 遠慮

なく申し出て下さい。

社会貢献支援

大学の社会貢献は､ 公開講座や産学連携事業等を通じて、教

育研究成果を社会に発信・還元することにあります。また、地

域企業における事業化､ 住民生活の質の向上等の地域社会への

貢献も重要な取り組みと考えております。特に研究シーズを事

業化に向けて企業と共同で実用化研究･開発を実施することは

極めて重要であり､ そのための研究資金が必要であります。

各府省庁の競争的資金等支援制度として､経済産業省（NEDO

を含む）､ 環境省､ 農林水産省､ 厚生労働省､ 国土交通省等が

募集するものが多いのですが､ 文部科学省（JSTを含む）が募

集するものにも数多くあります。

This section was established when Professor Tohji was appointed Dean of GSES in April 2010, and is located on the second 
fl oor of the main building.  The aim of this section is to provide support for professors and teaching staff in their research, 
education and contributions to society. We assist professors and other instructors in applying for fellowship grants (from 
MEXT and METI etc.) for their advanced studies by providing the latest information, presenting details, and giving advice 
on applications. We also work on the management and budget control of educational programs. In addition to supporting 
research, we also focus on research collaboration with companies and the local community. For instance, we support 
environmental collaborations such as the eco-house project, the low-carbon community project, and a green initiative project 
as part of our goal to promote environmental conservation/protection and improve the quality of life of residents. We are 
happy to support your research and projects.

Fig.1　プロジェクト実施対象地視察の様子
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競争的研究資金担当
非常勤講師

山口 一良
内・7408

Adjunct Instructor

Kazuyoshi Yamaguchi

教育研究支援担当
助手

物部 朋子
内・7408

競争的研究資金経理担当
研究支援者

佐々木三知子
内・4851

環境リーダー・国際交流担当
研究支援者

佐々原裕子
内・7391

競争的資金・社会貢献担当
事務補佐員

伊藤 勝吉
内・7391

大学評価担当
事務補佐員

高橋 光記
内・7408

広報担当
事務補佐員

保手濱菜津希
内・4851

Clerical Assistant

Natsuki Hotehama
Clerical Assistant

Kohki Takahashi
Clerical Assistant

Masayoshi Ito
Research Support Offi cer

Yuko Sasahara
Research Support Offi cer

Michiko Sasaki
Research Associate

Tomoko Monobe

戦略支援室では､ 上記研究支援と同じように支援業務を行

いますが､ それに加えて､ 共同研究企業の紹介､ 共同研究の場

としての自治体との繋ぎを含めて､ 企業と住民の両方に還元す

るためのコンソーシアム構築等のお手伝いも致します。環境科

学研究科ミッションとして重要である ｢環境保全､ 環境改善､

住民生活の質の向上｣ を目指して､ 現在以下のプロジェクトが

実行されており､ プロジェクトの運営､ 予算管理等の支援活動

をしております。

①環境省プロジェクト

　地球温暖化対策技術開発事業委託業務

②低炭素まちづくりプロジェクト

③国土交通省プロジェクト

　住宅・建築関連先導技術開発助成事業

④文部科学省

　大学発グリーンイノベーション創出事業

　（今後申請予定）

⑤環境省教材開発

　環境人材育成のための大学教育プログラム開発業務

左記の各種支援制度は､ 事業仕分けによる改廃､ 今年度に

おいては緊急経済対策のための補正予算による募集と､ 非常に

輻輳しております。これらの情報を整理して先生方に提供とす

ると共に､ 具体的な制度に対して個別に申請支援を行って参り

ます（Table.1）。

本戦略支援室のスタッフは､ 霜山室長を始めとする合計8名

で構成されております。上記に顔写真と主な業務担当及び連絡

先を示します。教育、研究､ 社会貢献等の仕事で御用がおあり

の際は､ ご遠慮なくご一報願います。Fig.2　プロジェクトの広報支援

Table.1　支援制度の一例

I． 実用化を目指すが基礎研究の色合いが濃い支援制度

　文科省（JST）
　　●研究成果最適展開事業
　　 　大学等の研究成果を実用化に繋ぐための産学共同研究に
対する総合的･シームレスな支援（JST A-STEP　FS）

　　 ●研究成果展開事業（民間参加型）｢産学共創基礎基盤研
究｣

　　 　大学等が産業界全体で取り組むべき技術上の課題に貢献
する基礎研究

　　 ●戦略的創造研究推進事業（トップダウン型基礎研究）「先
端的低炭素化技術開発｣

　　 　新たに構築されるべき体系的な学理に裏付けられた新原
理探求と応用等の挑戦的研究開発

　経産省（NEDO）
　　●省エネルギー革新技術開発事業
　　 ●温室効果ガス排出量の削減のための大幅な省エネルギー
効果を発揮する革新的な技術開発（挑戦研究・先導研究
フェーズ）

II.企業と共同で実用化を目指す支援制度

　文科省（JST）
　　●研究成果最適展開事業
　　 　大学等の研究成果を実用化に繋ぐための産学共同研究に
対する総合的･シームレスな支援（JST A-STEP　本格研究
開発）

　　 ●研究成果展開事業(民間参加型) ｢先端計測分析技術・機
器開発｣

　　 　先端計測分析技術における要素技術開発､ 機器開発､ プ
ロトタイプ機性能実証､ ソフトウェア開発推進

　　●大学発グリーンイノベーション創出事業
　　 　人材育成､ 研究開発､ 新技術の実証及び技術の国際展開
のための体制と活動の強化　（｢緑の知の拠点｣（大学キャ
ンパス活用新技術実証）事業他）

　経産省（NEDO）
　　●省エネルギー革新技術開発事業
　　 　温室効果ガス排出量の削減のための大幅な省エネルギー
効果を発揮する革新的な技術開発（実用化開発･実証研究
フェーズ）

　　●戦略的基盤技術高度化支援事業
　　 　中小企業のものづくり基盤技術の高度化に資する研究開
発から試作までの促進

　環境省
　　●地球温暖化対策技術開発等事業
　　 　エネルギー起源二酸化炭素削減対策技術の開発及び先端
的技術の実証研究


